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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第48期 

第１四半期連結 
累計期間 

第49期 
第１四半期連結 

累計期間 
第48期 

会計期間 

自平成26年 
 １月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

自平成27年 
 １月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

自平成26年 
 １月１日 
至平成26年 
 12月31日 

売上高 （千円） 5,336,461 6,025,647 23,970,162 

経常利益 （千円） 139,343 259,608 521,248 

四半期純利益又は当期純損失

（△） 
（千円） 47,850 260,984 △18,603 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 28,186 249,495 △137,956 

純資産額 （千円） 20,070,383 19,818,491 19,918,521 

総資産額 （千円） 27,240,721 27,982,236 29,035,116 

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△） 
（円） 1.58 8.61 △0.61 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 73.7 70.1 67.9 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第48期第１四半期連結累計期間及び第49

期第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため、第48期は１株当たり当期純損失であり、また潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費、設備投資の回復に鈍さがみられるものの、輸出が

増加基調にあることなどから、景気は緩やかな回復傾向で推移しました。

 当社グループの主要販売先である製紙業界、印刷インキ業界、事務機器業界及び塗料業界におきましては、総じ

て需要が低調に推移するなど、不透明な経営環境が続きました。

 当社グループは、高品質化・生産性の向上や環境保護・省資源等、販売先業界の経営戦略に対応した差別化商品

を市場に投入し売上増加に努め、前第２四半期連結会計期間より化成品事業が加わったこともあり、当第１四半期

連結累計期間の売上高は6,025百万円（前年同期比12.9％増）となりました。

 利益面では、コスト削減・合理化、中国事業の収支改善に、化成品事業のセグメント利益が加わった結果、営業

利益は245百万円（前年同期比73.9％増）、経常利益は259百万円（前年同期比86.3％増）となりました。国庫補助

金254百万円と固定資産圧縮損167百万円の計上があり四半期純利益は260百万円（前年同期比445.4％増）となりま

した。

 

 セグメント別の業績は次の通りであります。

 

・製紙用薬品事業

 製紙業界におきましては、当第１四半期連結累計期間の紙・板紙の国内生産は656万トンと前年同期比３％の減

少でありました。需要が伸び悩む中、当社グループは、国内市場、中国市場へ差別化商品の売上増加に努めた結

果、当事業の売上高は、3,742百万円（前年同期比1.0％増）となりました。

 利益面では、コスト削減・合理化に加え、中国事業の収支改善もあり、セグメント利益は225百万円（前年同期

比23.9％増）となりました。

・印刷インキ用・記録材料用樹脂事業

 印刷インキ業界におきましては、当第１四半期連結累計期間の印刷インキの国内生産は８万４千トンと前年同期

比２％の減少でありました。当社グループにおいては、オフセットインキ用樹脂、水性インキ用樹脂、及び記録材

料用樹脂の売上高がそれぞれ減少いたしました。その結果、当事業の売上高は、1,397百万円（前年同期比14.3％

減）となりました。

利益面では、コスト削減・合理化によりセグメント利益は58百万円（前年同期比63.2％増）となりました。

・化成品事業

 前第２四半期連結会計期間に加わった化成品事業の売上高は886百万円となりました。セグメント利益は79百万

円となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、396百万円であります。なお、当第

１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,743,604 30,743,604
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 30,743,604 30,743,604 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年１月１日～

平成27年３月31日
－ 30,743,604 － 2,000,000 － 1,566,178

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      421,700 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   30,313,300 303,133 同上

単元未満株式 普通株式        8,604 － －

発行済株式総数            30,743,604 － －

総株主の議決権 － 303,133 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が13,000株（議決権の数

130個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

星光ＰＭＣ株式会社
東京都中央区日本橋本町

三丁目３番６号
421,700 － 421,700 1.37

計 － 421,700 － 421,700 1.37

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 790,783 1,063,026 

受取手形及び売掛金 11,180,876 9,823,848 

商品及び製品 2,237,503 2,395,427 

仕掛品 389,019 396,191 

原材料及び貯蔵品 1,290,524 1,181,737 

短期貸付金 1,813,411 2,066,049 

その他 566,050 563,132 

貸倒引当金 △4,900 △4,231 

流動資産合計 18,263,269 17,485,183 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,530,343 2,494,554 

機械装置及び運搬具（純額） 1,988,713 1,866,616 

土地 4,473,345 4,473,345 

その他（純額） 430,178 299,817 

有形固定資産合計 9,422,581 9,134,334 

無形固定資産 68,997 55,136 

投資その他の資産    

その他 1,341,841 1,369,154 

貸倒引当金 △61,573 △61,572 

投資その他の資産合計 1,280,267 1,307,581 

固定資産合計 10,771,846 10,497,052 

資産合計 29,035,116 27,982,236 

 

- 6 -

2015/05/14 20:38:24／15077603_星光ＰＭＣ株式会社_第１四半期報告書



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,406,653 3,527,673 

短期借入金 1,100,000 1,100,000 

未払法人税等 146,135 164,800 

引当金 455,373 272,121 

その他 1,698,005 1,636,230 

流動負債合計 7,806,168 6,700,826 

固定負債    

役員退職慰労引当金 15,925 15,925 

退職給付に係る負債 795,840 987,856 

資産除去債務 81,908 82,237 

繰延税金負債 322,319 283,054 

その他 94,433 93,844 

固定負債合計 1,310,426 1,462,918 

負債合計 9,116,595 8,163,744 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,000,000 2,000,000 

資本剰余金 1,566,178 1,566,178 

利益剰余金 16,285,066 16,196,565 

自己株式 △104,714 △104,754 

株主資本合計 19,746,530 19,657,990 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 337,431 325,758 

繰延ヘッジ損益 4,712 2,186 

為替換算調整勘定 144,463 144,738 

退職給付に係る調整累計額 △511,858 △516,749 

その他の包括利益累計額合計 △25,251 △44,066 

少数株主持分 197,241 204,567 

純資産合計 19,918,521 19,818,491 

負債純資産合計 29,035,116 27,982,236 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 5,336,461 6,025,647 

売上原価 4,232,761 4,709,978 

売上総利益 1,103,699 1,315,668 

販売費及び一般管理費 962,803 1,070,615 

営業利益 140,896 245,052 

営業外収益    

受取利息 6,862 3,506 

仕入割引 4,390 4,526 

補助金収入 16,495 － 

その他 7,528 10,349 

営業外収益合計 35,277 18,381 

営業外費用    

支払利息 1,257 1,207 

売上割引 1,567 1,426 

為替差損 33,981 576 

その他 22 615 

営業外費用合計 36,829 3,826 

経常利益 139,343 259,608 

特別利益    

国庫補助金 － 254,807 

特別利益合計 － 254,807 

特別損失    

固定資産除却損 1,699 1,072 

退職給付費用 40,069 － 

固定資産圧縮損 － ※１ 167,629 

特別損失合計 41,768 168,702 

税金等調整前四半期純利益 97,575 345,713 

法人税、住民税及び事業税 93,228 155,758 

法人税等調整額 △43,504 △78,355 

法人税等合計 49,724 77,402 

少数株主損益調整前四半期純利益 47,850 268,310 

少数株主利益 － 7,325 

四半期純利益 47,850 260,984 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 47,850 268,310 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △3,361 △11,672 

繰延ヘッジ損益 △3,708 △2,526 

為替換算調整勘定 △45,565 274 

退職給付に係る調整額 32,970 △4,891 

その他の包括利益合計 △19,663 △18,814 

四半期包括利益 28,186 249,495 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 28,186 242,169 

少数株主に係る四半期包括利益 － 7,325 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

当社の退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、当社の割引率

の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当第

１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余

金に加減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が260,177千円増加し、利益剰余金が

167,554千円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益への影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

 「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人

税等の引き下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の35.6％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異に

ついては33.1％に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については

32.3％となります。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が

62,252千円、法人税等調整額が23,002千円、それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が14,061千円、退職

給付に係る調整累計額が25,188千円、それぞれ増加しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成26年12月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成27年３月31日） 

受取手形裏書譲渡高 252,980千円 146,701千円 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 固定資産圧縮損は、国庫補助金の受入により取得価額から直接控除した額であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

機械装置及び運搬具 －千円 163,113千円

無形固定資産 －千円 4,515千円

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る減価償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 200,515千円 252,008千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月28日

取締役会
普通株式 90,966 3.0 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月24日

取締役会
普通株式 181,931 6.0 平成26年12月31日 平成27年３月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
製紙用 

薬品事業 

印刷インキ
用・記録材料
用樹脂事業 

合計 
調整額 
（注） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 3,707,201 1,629,259 5,336,461 － 5,336,461 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
12,124 33,104 45,228 △45,228 － 

計 3,719,325 1,662,363 5,381,689 △45,228 5,336,461 

セグメント利益 182,163 36,127 218,290 △77,394 140,896 

（注）１．売上高の調整額△45,228千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の調整額△77,394千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い研究開発費であります。

 

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

 （事業セグメントの利益又は損失の測定方法の変更）

 当第１四半期連結会計期間より、報告セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、管理部門等に

係る費用の配賦方法を各セグメントの事業実態に合った合理的な配賦基準に基づき配賦する方法に変更してお

ります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

 
製紙用 
薬品事業 

印刷インキ
用・記録材
料用樹脂事

業 

化成品事業 合計 
調整額 
（注） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

売上高            

(1）外部顧客に対する売

上高 
3,742,434 1,397,087 886,125 6,025,647 - 6,025,647 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
10,985 132,588 2,790 146,364 △146,364 - 

計 3,753,419 1,529,675 888,916 6,172,011 △146,364 6,025,647 

セグメント利益 225,636 58,955 79,583 364,175 △119,122 245,052 

（注）１．売上高の調整額△146,364千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の調整額△119,122千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない研究開発費であります。
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 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

 （報告セグメントの追加）

 前第２四半期連結会計期間において、ＫＪケミカルズ株式会社の株式を取得し当社の連結子会社としており

ます。これに伴い、報告セグメント「化成品事業」を新たに追加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1円58銭 8円61銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 47,850 260,984

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 47,850 260,984

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,322 30,321

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成27年２月24日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………181,931千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………６円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年３月25日

（注） 平成26年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年５月11日

星光ＰＭＣ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 板垣 雄士  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 大竹 貴也  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている星光ＰＭＣ株式

会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、星光ＰＭＣ株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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